
JP 2010-198907 A 2010.9.9

(57)【要約】
【課題】光取出し効率が高く、光の放射分布を制御でき
、画像のにじみがなく、かつ、ビアの形成が浅く製造が
容易な有機電界発光表示装置を提供すること。
【解決手段】本発明の有機電界発光表示装置は、基板と
発光層を含む有機電界発光素子との間に、前記発光層か
ら前記基板側に発光された光の光路を前記発光層側に変
更可能な光路変更手段を有し、前記光路変更手段が、前
記光を光の取出し領域に向けて集光可能とする複数の不
連続反射面を有することを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と発光層を含む有機電界発光素子との間に、前記発光層から前記基板側に発光され
た光の光路を前記発光層側に変更可能な光路変更手段を有し、
　前記光路変更手段が、前記光を光の取出し領域に向けて集光可能とする複数の不連続反
射面を有することを特徴とする有機電界発光表示装置。
【請求項２】
　光路変更手段における光路変更方向の断面において、前記不連続反射面の表面が弧状で
ある請求項１に記載の有機電界発光装置。
【請求項３】
　光路変更手段における光路変更方向の断面において、前記不連続反射面の表面が直線状
である請求項１に記載の有機電界発光装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光取出し効率が高く、製造が容易なトップエミッション方式の有機電界発光
表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンス表示装置（有機電界発光表示装置）は自発光型の表示装
置であり、ディスプレイや照明の用途に用いられる。有機電界発光ディスプレイは、従来
のＣＲＴやＬＣＤと比較して視認性が高い、視野角依存性がないといった表示性能の利点
を有する。またディスプレイを軽量化、薄層化できるといった利点もある。一方、有機電
界発光照明は軽量化、薄層化といった利点に加え、フレキシブルな基板を用いることでこ
れまで実現できなかった形状の照明を実現できる可能性を持っている。
【０００３】
　前記有機電界発光表示装置は上記のように優れた特徴を有するが、一般に、発光層を含
め表示装置を構成する各層の屈折率は空気より高い。例えば、有機電界発光表示装置では
、発光層など有機薄膜層の屈折率は１．６～２．１である。このため、発光した光は界面
で全反射しやすく、その光取り出し効率は２０％に満たず、大部分の光を損失している。
【０００４】
　この光の取出し効率を向上させる手法としては、トップエミッション方式の有機電界発
光表示装置において、発光層から発光された光を、前記発光層と基板（回路）との間に配
された断面視略正弦波形状の反射層で反射させ、発光層側から取出す方法が開示されてい
る（特許文献１参照）。
　しかしながら、略正弦波形状の反射層は、その形状から回折格子として機能するもので
あり、±１次回折光として、光の取出し方向とは、逆の向きにも回折されることから、光
取出し効率が十分でないという問題がある。
　即ち、＋１次の方向をディスプレイの正面方向とした場合、－１次の方向では、基板に
平行な方向及び裏面の方向になる場合において、取り出されない光が生ずる。
【０００５】
　また、ボトムエミッション方式の有機電界発光表示装置において、発光層から発光され
た光を、基板（回路）上に凹状に形成された陰極により凹面反射させ、基板上に配された
陽極側から光を取出すこととし、取出し光の指向性を高める方法（例えば、特許文献２参
照）が開示されている。
　しかしながら、ボトムエミッション方式の有機電界発光表示装置は、ガラス等の基板の
内部を光が伝播するため、光取出し効率が必ずしも十分でないという問題がある。
【０００６】
　この点に関し、凹面反射部材をトップエミッション方式の有機電界発光表示装置につい
て応用しようとすると、例えば、図６に示すように、凹面反射部材５’が嵩高い分、トラ
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ンジスタ４と電極（陽極７）とを接合し、トランジスタ４の出力電圧を電極（例えば、陽
極７）に伝達させるビア１４を深く形成する必要があり（図６中のＴ１参照）、製造が困
難となるという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００６－１０７７４５号公報
【特許文献２】特開２００１－２１７０７８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする
。即ち、本発明は、光取出し効率が高く、光の放射分布を制御でき、画像のにじみがなく
、かつ、ビアの形成が浅く製造が容易な有機電界発光表示装置を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記課題を解決するための手段としては以下の通りである。即ち、
　＜１＞　基板と発光層を含む有機電界発光素子との間に、前記発光層から前記基板側に
発光された光の光路を前記発光層側に変更可能な光路変更手段を有し、前記光路変更手段
が、前記光を光の取出し領域に向けて集光可能とする複数の不連続反射面を有することを
特徴とする有機電界発光表示装置である。
　＜２＞　光路変更手段における光路変更方向の断面において、前記不連続反射面の表面
が弧状である前記＜１＞に記載の有機電界発光装置である。
　＜３＞　光路変更手段における光路変更方向の断面において、前記不連続反射面の表面
が直線状である前記＜１＞に記載の有機電界発光装置である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によると、従来における問題を解決することができ、本発明は、光取出し効率が
高く、光の放射分布を制御でき、画像のにじみがなく、かつ、製造容易な有機電界発光表
示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、本発明のトップエミッション方式の有機電界発光表示装置を示す概略図
である。
【図２】図２は、第１の不連続反射面を有する光路変更手段の概略を示す断面図である。
【図３】図３は、第２の不連続反射面を有する光路変更手段の概略を示す断面図である。
【図４】図４は、フレネル形状を有する光路変更手段の概略を示す平面図である。
【図５】図５は、トップエミッション方式の有機電界発光表示装置の構成例を示す図であ
る。
【図６】図６は、凹面反射部材を用いた場合のトップエミッション方式の有機電界発光表
示装置を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明の有機電界発光表示装置は、基板と、発光層を含む有機電界発光素子と、光路変
更手段とを有し、必要に応じてその他の部材を有してなる。
【００１３】
　このような有機電界発光表示装置の概略構成を図１を用いて説明する。なお、該図１は
、本発明の有機電界発光表示装置の概略を示すものであり、本発明は、図示の内容に限定
されるものではない。
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　有機電界発光表示装置１００は、トップエミッション方式の有機電界発光表示装置であ
り、基板１と、陽極７、発光層８、陰極９を含む有機電界発光表示素子２０との間に、光
路変更手段５を有する。前記基板１上には、前記有機電界発光表示装置１００を駆動させ
るためのトランジスタ４がパシベーション層２を介して配されている。前記トランジスタ
４は、ビア１４により前記陽極７と接合され、前記トランジスタ４の出力電圧を前記有機
電界発光表示素子２０に伝達させる。
　前記トランジスタ４の駆動により、前記有機電界発光表示素子２０における前記発光層
８から光が発光される。前記光のうち、前記基板１側に発光された光６０は、前記光路変
更手段５により、前記発光層８側に光路を変更され、光の取出し領域５０に向けて集光可
能とされる。そのため光の取出し領域５０から効率よく光を取出すことが可能とされる。
【００１４】
　また、前記光路変更手段５は、複数の不連続反射面を有し、ビア１４の深さ方向におい
て、厚みを薄く形成することができるため、ビア１４を形成する深さも浅くすることがで
き（図１中、Ｔ２参照）、製造が容易とされる。
　即ち、ビア１４は、コンタクトホールを形成した後、該ホールに対して、化学蒸着法（
ＣＶＤ法）などによりコンタクト材料を埋め込むことによって形成されるが、該コンタク
トホールの径に対する深さが長く、アスペクト比が大きい場合には、コンタクト材料を所
望の態様で埋め込むことが困難であり、該コンタクトホールの径に対する深さが短く、ア
スペクト比が小さい場合には、製造が容易となる。
　したがって、本発明の有機電界発光表示装置においては、光取出し効率が良好であると
ともに、製造が容易とされる。
　以下、有機電界発光表示装置の具体的な構成をより詳細に説明する。
【００１５】
－光路変更手段－
　前記光路変更手段は、前記基板と前記有機電界発光素子との間に配され、複数の不連続
反射面を有してなる。
【００１６】
　前記光路変更手段を形成する材料としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、例えば、アルミニウム、アルミニウム合金や銀が挙げることができ、
これらの材料を蒸着することで前記光路変更手段を形成することができる。
【００１７】
－－不連続反射面－－
　前記不連続反射面は、前記発光層から前記基板側に発光された光を光の取出し領域に向
けて集光可能とする。
　前記不連続反射面の形状としては、前記発光層から前記基板側に発光された光を光の取
出し領域に向けて集光可能とする形状であれば、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができるが、例えば、下記第１の不連続反射面又は下記第２の不連続反射面にお
ける形状が好ましい。
　なお、本明細書において、発光層から基板側に発光される光には、発光層から直接基板
側に発光される光のほか、発光層から、一旦光の取出し側に発光された光が、基板側に回
折されて、間接的に基板側に発光される光を含む。
　また、前記光路変更手段に基づく集光としては、レンズの機能まで有する必要はなく、
前記発光層から前記基板側に発光された光の光路を光の取出し領域に向けて変更するもの
であればよい。
【００１８】
　前記不連続反射面の厚み方向の高さとしては、該高さを前記光路変更手段における光路
変更方向の断面の最頂部として、５００ｎｍ～２０μｍが好ましく、１μｍ～１０μｍが
より好ましい。
　前記高さが５００ｎｍ未満であると、用いる光の波長オーダーになるため、回折効果が
発生する。
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　前記高さが２０μｍを超えると、ビア構造の加工が困難になる。
【００１９】
　前記不連続反射面の隣接方向の幅としては、２μｍ～５０μｍが好ましく、５μｍ～２
０μｍがより好ましい。
　前記幅が２μｍ未満であると、用いる光の波長オーダーになるため、回折効果が発生す
る。
　前記幅が５０μｍを超えると、画素サイズと同等になり取り出し効率の向上が期待でき
なくなる。
　なお、複数存在する不連続反射面の幅のそれぞれは、同一の幅を有してよいし、異なる
幅を有してもよい。
【００２０】
　前記光路変更手段は、表面の粗さを整えるため、平坦化層で表面を被覆されていてもよ
い。
　この場合、被覆後の前記平坦化層の収縮率特性に応じて、収縮後の表面粗さＲａが所定
値以下になるように、前記不連続反射面の厚み方向の高さを制限することが好ましい。
　また、この高さに応じて、前記不連続反射面の隣接方向の幅を設定することが好ましい
。
　前記収縮後の表面粗さＲａとしては、５０ｎｍ以下が好ましく、１０ｎｍ以下がより好
ましく、５ｎｍ以下が特に好ましい。
　前記収縮後の表面粗さＲａが５０ｎｍ以下であると、電極層を製膜しても破断せずに有
機ＥＬを発光させることができる。
【００２１】
－－－第１の不連続反射面－－－
　前記第１の不連続反射面は、前記光路変更手段における光路変更方向の断面において、
表面が弧状とされる。
　該第１の不連続反射面を図２を用いて説明する。該図２は、光路変更手段における光路
変更方向の断面を示す概略図である。
　該図２に示すように、光路変更手段５は、複数の不連続反射面５ａを有する。前記不連
続反射面５ａは、光６０の光路変更方向の断面において、表面が弧状とされる。
　このような第１の不連続反射面５ａを有する光路変更手段であると、反射による光の取
出し効率を向上させることができ、また光の配光分布の制御が可能になる。
【００２２】
　前記第１の不連続反射面を有する光路変更手段の形成方法としては、特に制限はなく、
光リソグラフィーによるインプリント技術でマスター型を作製し、ＵＶ硬化樹脂を基板上
に塗布しマスター型を押し付けて硬化させることなどが挙げられる。
【００２３】
－－－第２の不連続反射面－－－
　前記第２の不連続反射面は、前記光路変更手段における光路変更方向の断面において、
表面が直線状とされる。
　該第２の不連続反射面を図３を用いて説明する。該図３は、光路変更手段における光路
変更方向の断面を示す概略図である。
　該図３に示すように、光路変更手段５は、複数の不連続反射面５ｂを有する。前記不連
続反射面５ｂは、光６０の光路変更方向の断面において、表面が直線状とされる。
　このような第２の不連続反射面５ｂを有する光路変更手段であると、凹面反射部材を用
いる場合の曲線形状（図６参照）を微小直線で近似することにより、凹面反射部材を用い
る場合と同程度の効果を期待することができ、また、直線状であるため、マスター型の製
造が容易となる。
【００２４】
　前記第２の不連続反射面を有する光路変更手段の形成方法としては、特に制限はなく、
光リソグラフィーによるインプリント技術でマスター型を作製し、ＵＶ硬化樹脂を基板上
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に塗布しマスター型を押し付けて硬化させることなどが挙げられる。
【００２５】
　前記第１の不連続反射面又は前記第２の不連続反射面を有する光路変更手段の形状とし
ては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、対向する前
記発光層の中心に対応する位置から略同心円状に配された複数の不連続反射面を有するフ
レネル形状を有することが好ましい。
　例えば、図４は、光路変更手段の平面を示す図であり、該図４に示されるように、光路
変更手段５は、同心円状に配された複数の不連続反射面５ａ（５ｂ）を有するように形成
されるのが好ましい。
　前記光路変更手段が、このようなフレネル形状を有すると、光取出し効率と配光分布と
を最適化した前記凹面反射部材と同等の効果を期待できる。
【００２６】
－有機電界発光素子－
　以下、前記有機電界発光素子の具体的な構成について詳細に説明する。
　前記有機電界発光素子は、一対の電極すなわち陽極と陰極とを有し、両電極の間に発光
層を有する。両電極間に配置されうる、発光層以外の機能層としては、正孔輸送層、電子
輸送層、正孔ブロック層、電子ブロック層、正孔注入層、電子注入層等の各層が挙げられ
る。
【００２７】
　前記有機電界発光素子は、陽極と発光層との間に正孔輸送層を有することが好ましく、
陰極と発光層との間に電子輸送層を有することが好ましい。さらに、正孔輸送層と陽極と
の間に正孔注入層を設けてもよく、電子輸送層と陰極との間に電子注入層を設けてもよい
。
　また、前記発光層と正孔輸送層との間に正孔輸送性中間層（電子ブロック層）を設けて
もよく、発光層と電子輸送層との間に電子輸送性中間層（正孔ブロック層）を設けてもよ
い。各機能層は複数の二次層に分かれていてもよい。
【００２８】
　前記発光層を含むこれらの機能層は、蒸着法やスパッタ法等の乾式製膜法、湿式塗布方
式、転写法、印刷法、インクジェット方式等のいずれによっても好適に形成することがで
きる。
【００２９】
－－発光層－－
　本発明における発光層は、電界印加時に、陽極、正孔注入層、又は正孔輸送層から正孔
を受け取り、陰極、電子注入層、又は電子輸送層から電子を受け取り、正孔と電子の再結
合の場を提供して発光させる機能を有する層である。
　本発明における発光層は、発光材料を含む。発光層は発光材料のみで構成されていても
良いし、ホスト材料と発光材料の混合層でも良い（後者の場合、発光材料を「発光性ドー
パント」もしくは「ドーパント」と称する場合がある）。発光材料は蛍光発光材料でも燐
光発光材料であっても良く、２種以上が混合されていても良い。ホスト材料は電荷輸送材
料であることが好ましい。ホスト材料は１種であっても２種以上であっても良い。さらに
、発光層中に電荷輸送性を有さず、発光しない材料を含んでいてもよい。
【００３０】
　前記発光層の厚さは、特に限定されるものではないが、通常２ｎｍ～５００ｎｍである
のが好ましく、中でも、外部量子効率の観点で、３ｎｍ～２００ｎｍであるのがより好ま
しく、５ｎｍ～１００ｎｍであるのがさらに好ましい。また、発光層は１層であっても２
層以上であってもよく、それぞれの層が異なる発光色で発光してもよい。
【００３１】
－－－発光材料－－－
　本発明における発光材料は、燐光発光材料、蛍光発光材料等いずれも好適に用いること
ができる。本発明における発光性ドーパントは、ホスト化合物との間で、イオン化ポテン
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シャルの差（ΔＩｐ）と電子親和力の差（ΔＥａ）が、１．２ｅＶ＞△Ｉｐ＞０．２ｅＶ
、及び／又は１．２ｅＶ＞△Ｅａ＞０．２ｅＶの関係を満たすドーパントであることが、
駆動耐久性の観点で好ましい。
　発光層中の発光性ドーパントは、発光層中に一般的に発光層を形成する全化合物質量に
対して、０．１質量％～５０質量％含有されるが、耐久性、外部量子効率の観点から１質
量％～５０質量％含有されることが好ましく、２質量％～４０質量％含有されることがよ
り好ましい。
【００３２】
＜燐光発光材料＞
　前記燐光発光材料としては、一般に、遷移金属原子又はランタノイド原子を含む錯体を
挙げることができる。
　例えば、該遷移金属原子としては、特に限定されないが、好ましくは、ルテニウム、ロ
ジウム、パラジウム、タングステン、レニウム、オスミウム、イリジウム、金、銀、銅、
及び白金が挙げられ、より好ましくは、レニウム、イリジウム、及び白金であり、さらに
好ましくはイリジウム、白金である。
【００３３】
　前記錯体の配位子としては、例えば、Ｇ．Ｗｉｌｋｉｎｓｏｎ等著，Ｃｏｍｐｒｅｈｅ
ｎｓｉｖｅ　Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ，　Ｐｅｒｇａｍｏｎ　Ｐ
ｒｅｓｓ社１９８７年発行、Ｈ．Ｙｅｒｓｉｎ著，「Ｐｈｏｔｏｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ａ
ｎｄ　Ｐｈｏｔｏｐｈｙｓｉｃｓ　ｏｆ　Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｉｏｎ　Ｃｏｍｐｏｕｎｄ
ｓ」　Ｓｐｒｉｎｇｅｒ－Ｖｅｒｌａｇ社１９８７年発行、山本明夫著「有機金属化学－
基礎と応用－」裳華房社１９８２年発行等に記載の配位子などが挙げられる。
【００３４】
　前記錯体は、化合物中に遷移金属原子を一つ有してもよいし、また、２つ以上有するい
わゆる複核錯体であってもよい。異種の金属原子を同時に含有していてもよい。　
【００３５】
　これらの中でも、燐光発光材料の具体例としては、例えば、ＵＳ６３０３２３８Ｂ１、
ＵＳ６０９７１４７、ＷＯ００／５７６７６、ＷＯ００／７０６５５、ＷＯ０１／０８２
３０、ＷＯ０１／３９２３４Ａ２、ＷＯ０１／４１５１２Ａ１、ＷＯ０２／０２７１４Ａ
２、ＷＯ０２／１５６４５Ａ１、ＷＯ０２／４４１８９Ａ１、ＷＯ０５／１９３７３Ａ２
、ＷＯ２００４／１０８８５７Ａ１、ＷＯ２００５／０４２４４４Ａ２、ＷＯ２００５／
０４２５５０Ａ１、特開２００１－２４７８５９、特開２００２－３０２６７１、特開２
００２－１１７９７８、特開２００３－１３３０７４、特開２００２－２３５０７６、特
開２００３－１２３９８２、特開２００２－１７０６８４、ＥＰ１２１１２５７、特開２
００２－２２６４９５、特開２００２－２３４８９４、特開２００１－２４７８５９、特
開２００１－２９８４７０、特開２００２－１７３６７４、特開２００２－２０３６７８
、特開２００２－２０３６７９、特開２００４－３５７７９１、特開２００６－９３５４
２、特開２００６－２６１６２３、特開２００６－２５６９９９、特開２００７－１９４
６２、特開２００７－８４６３５、特開２００７－９６２５９等の特許文献に記載の燐光
発光化合物などが挙げられ、中でも、さらに好ましい発光材料としては、Ｉｒ錯体、Ｐｔ
錯体、Ｃｕ錯体、Ｒｅ錯体、Ｗ錯体、Ｒｈ錯体、Ｒｕ錯体、Ｐｄ錯体、Ｏｓ錯体、Ｅｕ錯
体、Ｔｂ錯体、Ｇｄ錯体、Ｄｙ錯体、およびＣｅ錯体が挙げられる。特に好ましくは、Ｉ
ｒ錯体、Ｐｔ錯体、またはＲｅ錯体であり、中でも金属－炭素結合、金属－窒素結合、金
属－酸素結合、金属－硫黄結合の少なくとも一つの配位様式を含むＩｒ錯体、Ｐｔ錯体、
またはＲｅ錯体が好ましい。さらに、発光効率、駆動耐久性、色度等の観点で、３座以上
の多座配位子を含むＩｒ錯体、Ｐｔ錯体、またはＲｅ錯体が特に好ましい。
【００３６】
　本発明に用いうる燐光発光材料の具体例として、以下の化合物を挙げることができるが
、これらに限定されるものではない。
【００３７】
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【００３８】
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【００３９】
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【化３】

【００４０】
＜蛍光発光材料＞
　前記蛍光発光材料としては、一般には、ベンゾオキサゾール、ベンゾイミダゾール、ベ
ンゾチアゾール、スチリルベンゼン、ポリフェニル、ジフェニルブタジエン、テトラフェ
ニルブタジエン、ナフタルイミド、クマリン、ピラン、ペリノン、オキサジアゾール、ア
ルダジン、ピラリジン、シクロペンタジエン、ビススチリルアントラセン、キナクリドン
、ピロロピリジン、チアジアゾロピリジン、シクロペンタジエン、スチリルアミン、芳香
族ジメチリディン化合物、縮合多環芳香族化合物（アントラセン、フェナントロリン、ピ
レン、ペリレン、ルブレン、またはペンタセンなど）、８－キノリノールの金属錯体、ピ
ロメテン錯体や希土類錯体に代表される各種金属錯体、ポリチオフェン、ポリフェニレン
、ポリフェニレンビニレン等のポリマー化合物、有機シラン、およびこれらの誘導体など
を挙げることができる。
【００４１】
－－－ホスト材料－－－
　前記発光層に用いられるホスト材料としては、正孔輸送性に優れる正孔輸送性ホスト材
料（正孔輸送性ホストと記載する場合がある）及び電子輸送性に優れる電子輸送性ホスト
化合物（電子輸送性ホストと記載する場合がある）を用いることができる。
【００４２】
＜正孔輸送性ホスト＞
　前記発光層に用いられる正孔輸送性ホストとしては、具体的には、例えば、以下の材料
を挙げることができる。すなわち、ピロール、インドール、カルバゾール、アザインドー
ル、アザカルバゾール、トリアゾール、オキサゾール、オキサジアゾール、ピラゾール、
イミダゾール、チオフェン、ポリアリールアルカン、ピラゾリン、ピラゾロン、フェニレ
ンジアミン、アリールアミン、アミノ置換カルコン、スチリルアントラセン、フルオレノ
ン、ヒドラゾン、スチルベン、シラザン、芳香族第三級アミン化合物、スチリルアミン化
合物、芳香族ジメチリディン系化合物、ポルフィリン系化合物、ポリシラン系化合物、ポ
リ（Ｎ－ビニルカルバゾール）、アニリン系共重合体、チオフェンオリゴマー、ポリチオ
フェン等の導電性高分子オリゴマー、有機シラン、カーボン膜、及び、それらの誘導体等
が挙げられる。
　好ましくは、インドール誘導体、カルバゾール誘導体、芳香族第三級アミン化合物、チ
オフェン誘導体であり、より好ましくは、分子内にカルバゾール基を有するものが好まし
い。特に、ｔ－ブチル置換カルバゾール基を有する化合物が好ましい。
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【００４３】
＜電子輸送性ホスト＞
　前記発光層に用いられる電子輸送性ホストとしては、具体的には、例えば、以下の材料
を挙げることができる。すなわち、ピリジン、ピリミジン、トリアジン、イミダゾール、
ピラゾール、トリアゾ－ル、オキサゾ－ル、オキサジアゾ－ル、フルオレノン、アントラ
キノジメタン、アントロン、ジフェニルキノン、チオピランジオキシド、カルボジイミド
、フルオレニリデンメタン、ジスチリルピラジン、フッ素置換芳香族化合物、ナフタレン
ペリレン等の複素環テトラカルボン酸無水物、フタロシアニン、およびそれらの誘導体（
他の環と縮合環を形成してもよい）、８－キノリノ－ル誘導体の金属錯体やメタルフタロ
シアニン、ベンゾオキサゾ－ルやベンゾチアゾ－ルを配位子とする金属錯体に代表される
各種金属錯体等を挙げることができる。中でも、耐久性の点から金属錯体化合物が好まし
く、金属に配位する少なくとも１つの窒素原子または酸素原子または硫黄原子を有する配
位子をもつ金属錯体がより好ましい。金属錯体電子輸送性ホストの例としては、例えば特
開２００２－２３５０７６、特開２００４－２１４１７９、特開２００４－２２１０６２
、特開２００４－２２１０６５、特開２００４－２２１０６８、特開２００４－３２７３
１３等に記載の化合物が挙げられる。
【００４４】
　本発明に用いうる正孔輸送性ホスト材料、電子輸送性ホスト材料の具体例として、以下
の化合物を挙げることができるが、これらに限定されるものではない。
【００４５】
【化４】
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【化５】

【００４７】
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【化６】

【００４８】
－－正孔注入層、正孔輸送層－－
　前記正孔注入層、前記正孔輸送層は、陽極又は陽極側から正孔を受け取り陰極側に輸送
する機能を有する層である。これらの層に用いられる正孔注入材料、正孔輸送材料は、低
分子化合物であっても高分子化合物であってもよい。
　具体的には、ピロール誘導体、カルバゾール誘導体、トリアゾール誘導体、オキサゾー
ル誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体
、ピラゾリン誘導体、ピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘
導体、アミノ置換カルコン誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノン誘導体、
ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、芳香族第三級アミン化合物、ス
チリルアミン化合物、芳香族ジメチリディン系化合物、フタロシアニン系化合物、ポルフ
ィリン系化合物、チオフェン誘導体、有機シラン誘導体、カーボン、等を含有する層であ
ることが好ましい。
【００４９】
　前記正孔注入層、前記正孔輸送層には、電子受容性ドーパントを含有させることができ
る。正孔注入層、正孔輸送層に導入する電子受容性ドーパントとしては、電子受容性で有
機化合物を酸化する性質を有すれば、無機化合物でも有機化合物でも使用できる。
　具体的には、無機化合物は塩化第二鉄や塩化アルミニウム、塩化ガリウム、塩化インジ
ウム、五塩化アンチモンなどのハロゲン化金属、五酸化バナジウム、および三酸化モリブ
デンなどの金属酸化物などが挙げられる。有機化合物の場合は、置換基としてニトロ基、
ハロゲン、シアノ基、トリフルオロメチル基などを有する化合物、キノン系化合物、酸無
水物系化合物、フラーレンなどを好適に用いることができる。
　これらの電子受容性ドーパントは、単独で用いてもよいし、２種以上を用いてもよい。
電子受容性ドーパントの使用量は、材料の種類によって異なるが、正孔輸送層材料に対し
て０．０１質量％～５０質量％であることが好ましく、０．０５質量％～２０質量％であ
ることがさらに好ましく、０．１質量％～１０質量％であることが特に好ましい。
【００５０】
　前記正孔注入層、正孔輸送層は、上述した材料の１種又は２種以上からなる単層構造で
あってもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からなる多層構造であってもよい。
【００５１】
－－電子注入層、電子輸送層－－
　前記電子注入層、前記電子輸送層は、陰極又は陰極側から電子を受け取り陽極側に輸送
する機能を有する層である。これらの層に用いる電子注入材料、電子輸送材料は低分子化
合物であっても高分子化合物であってもよい。
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　具体的には、ピリジン誘導体、キノリン誘導体、ピリミジン誘導体、ピラジン誘導体、
フタラジン誘導体、フェナントロリン誘導体、トリアジン誘導体、トリアゾール誘導体、
オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、フルオレノン誘導
体、アントラキノジメタン誘導体、アントロン誘導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピ
ランジオキシド誘導体、カルボジイミド誘導体、フルオレニリデンメタン誘導体、ジスチ
リルピラジン誘導体、ナフタレン、ペリレン等の芳香環テトラカルボン酸無水物、フタロ
シアニン誘導体、８－キノリノール誘導体の金属錯体やメタルフタロシアニン、ベンゾオ
キサゾールやベンゾチアゾールを配位子とする金属錯体に代表される各種金属錯体、シロ
ールに代表される有機シラン誘導体、等を含有する層であることが好ましい。
【００５２】
　前記電子注入層あるいは電子輸送層には、電子供与性ドーパントを含有させることがで
きる。電子注入層あるいは電子輸送層に導入される電子供与性ドーパントとしては、電子
供与性で有機化合物を還元する性質を有していればよく、Ｌｉなどのアルカリ金属、Ｍｇ
などのアルカリ土類金属、希土類金属を含む遷移金属や還元性有機化合物などが好適に用
いられる。金属としては、特に仕事関数が４．２ｅＶ以下の金属が好適に使用でき、具体
的には、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｂｅ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｙ、Ｃｓ、Ｌａ、Ｓｍ、Ｇｄ
、およびＹｂなどが挙げられる。また、還元性有機化合物としては、例えば、含窒素化合
物、含硫黄化合物、含リン化合物などが挙げられる。
　これらの電子供与性ドーパントは、単独で用いてもよいし、２種以上を用いてもよい。
電子供与性ドーパントの使用量は、材料の種類によって異なるが、電子輸送層材料に対し
て０．１質量％～９９質量％であることが好ましく、１．０質量％～８０質量％であるこ
とがさらに好ましく、２．０質量％～７０質量％であることが特に好ましい。
【００５３】
　前記電子注入層、前記電子輸送層は、上述した材料の１種又は２種以上からなる単層構
造であってもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からなる多層構造であってもよい。
【００５４】
－－正孔ブロック層、電子ブロック層－－
　前記正孔ブロック層は、陽極側から発光層に輸送された正孔が陰極側に通り抜けること
を防止する機能を有する層であり、通常、発光層と陰極側で隣接する有機化合物層として
設けられる。
　一方、前記電子ブロック層は、陰極側から発光層に輸送された電子が陽極側に通り抜け
ることを防止する機能を有する層であり、通常、発光層と陽極側で隣接する有機化合物層
として設けられる。
　前記正孔ブロック層を構成する化合物の例としては、ＢＡｌｑ等のアルミニウム錯体、
トリアゾール誘導体、ＢＣＰ等のフェナントロリン誘導体、等が挙げられる。電子ブロッ
ク層を構成する化合物の例としては、例えば前述の正孔輸送材料として挙げたものが利用
できる。
　前記正孔ブロック層および電子ブロック層の厚さは、１ｎｍ～５００ｎｍであるのが好
ましく、５ｎｍ～２００ｎｍであるのがより好ましく、１０ｎｍ～１００ｎｍであるのが
さらに好ましい。また正孔ブロック層および電子ブロック層は、上述した材料の１種又は
２種以上からなる単層構造であってもよいし、同一組成又は異種組成の複数層からなる多
層構造であってもよい。
【００５５】
－－電極－－
　前記有機電界発光素子は、一対の電極すなわち陽極と陰極とを含む。発光素子の性質上
、陽極及び陰極のうち少なくとも一方の電極は透明であることが好ましい。
　通常、陽極は有機化合物層に正孔を供給する電極としての機能を有していればよく、陰
極は有機化合物層に電子を注入する電極としての機能を有していればよい。その形状、構
造、大きさ等については特に制限はなく、発光素子の用途、目的に応じて、公知の電極材
料の中から適宜選択することができる。電極を構成する材料としては、例えば、金属、合
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金、金属酸化物、導電性化合物、又はこれらの混合物等が好適に挙げられる。
【００５６】
　前記陽極を構成する材料の具体例としては、例えば、アンチモンやフッ素等をドープし
た酸化錫（ＡＴＯ、ＦＴＯ）、酸化錫、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化インジウム錫（
ＩＴＯ）、酸化亜鉛インジウム（ＩＺＯ）等の導電性金属酸化物、金、銀、クロム、ニッ
ケル等の金属、さらにこれらの金属と導電性金属酸化物との混合物又は積層物、ヨウ化銅
、硫化銅などの無機導電性物質、ポリアニリン、ポリチオフェン、ポリピロールなどの有
機導電性材料、及びこれらとＩＴＯとの積層物などが挙げられる。この中で好ましいのは
、導電性金属酸化物であり、特に、生産性、高導電性、透明性等の点からはＩＴＯが好ま
しい。
【００５７】
　前記陰極を構成する材料の具体例としては、例えば、アルカリ金属（たとえば、Ｌｉ、
Ｎａ、Ｋ、Ｃｓ等）、アルカリ土類金属（たとえばＭｇ、Ｃａ等）、金、銀、鉛、アルミ
ニウム、ナトリウム－カリウム合金、リチウム－アルミニウム合金、マグネシウム－銀合
金、インジウム、およびイッテルビウム等の希土類金属などが挙げられる。これらは、１
種単独で使用してもよいが、安定性と電子注入性とを両立させる観点からは、２種以上を
好適に併用することができる。これらの中でも、電子注入性の点で、アルカリ金属やアル
カリ土類金属が好ましく、保存安定性に優れる点で、アルミニウムを主体とする材料が好
ましい。アルミニウムを主体とする材料とは、アルミニウム単独、アルミニウムと０．０
１質量％～１０質量％のアルカリ金属又はアルカリ土類金属との合金若しくはこれらの混
合物（例えば、リチウム－アルミニウム合金、マグネシウム－アルミニウム合金など）を
いう。
【００５８】
　前記電極の形成方法については、特に制限はなく、公知の方法に従って行うことができ
る。例えば、印刷方式、コーティング方式等の湿式方式、真空蒸着法、スパッタリング法
、イオンプレーティング法等の物理的方式、ＣＶＤ、プラズマＣＶＤ法等の化学的方式な
どの中から、前記電極を構成する材料との適性を考慮し、適宜選択した方法に従って前記
基板上に形成することができる。例えば、陽極の材料としてＩＴＯを選択する場合には、
直流又は高周波スパッタ法、真空蒸着法、イオンプレーティング法等に従って形成するこ
とができる。陰極の材料として金属等を選択する場合には、その１種又は２種以上を同時
又は順次にスパッタ法等に従って形成することができる。
【００５９】
　なお、前記電極を形成する際にパターニングを行う場合は、フォトリソグラフィーなど
による化学的エッチングによって行ってもよいし、レーザーなどによる物理的エッチング
によって行ってもよく、また、マスクを重ねて真空蒸着やスパッタ等をして行ってもよい
し、リフトオフ法や印刷法によって行ってもよい。
【００６０】
－基板－
　前記光路変更手段と、前記有機電界発光素子とは、前記基板上にこの順で配されている
ことが好ましい。
　また、前記光路変更手段と、前記基板との間には、中間層が設けられていてもよい。
　前記基板としては、イットリア安定化ジルコニア（ＹＳＺ）、ガラス（無アルカリガラ
ス、ソーダライムガラス等）等の無機材料、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレン
フタレート、ポリエチレンナフタレート等のポリエステル、ポリスチレン、ポリカーボネ
ート、ポリエーテルスルホン、ポリアリレート、ポリイミド、ポリシクロオレフィン、ノ
ルボルネン樹脂、およびポリ（クロロトリフルオロエチレン）等の有機材料からなる基板
が挙げられる。
【００６１】
　前記基板の形状、構造、大きさ等については、特に制限はなく、発光素子の用途、目的
等に応じて適宜選択することができる。一般的には、基板の形状としては、板状であるこ
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とが好ましい。基板の構造としては、単層構造であってもよいし、積層構造であってもよ
く、また、単一部材で形成されていてもよいし、２以上の部材で形成されていてもよい。
基板は透明でも不透明でもよく、透明な場合は無色透明でも有色透明でもよい。
【００６２】
　前記基板には、その表面又は裏面に透湿防止層（ガスバリア層）を設けることができる
。透湿防止層（ガスバリア層）の材料としては、窒化珪素、酸化珪素などの無機物が好適
に用いられる。透湿防止層（ガスバリア層）は、例えば、高周波スパッタリング法などに
より形成することができる。
【００６３】
－その他の部材－
　前記その他の部材としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば、保護層、封止容器、微粒子含有層が挙げられる。
【００６４】
－－保護層－－
　本発明において、有機電界発光素子全体は保護層によって保護されていてもよい。保護
層に含まれる材料としては、水分や酸素等の素子劣化を促進するものが素子内に入ること
を抑止する機能を有しているものであればよい。
　その具体例としては、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ａｕ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｌ、Ｔｉ、Ｎｉ等の金
属、ＭｇＯ、ＳｉＯ、ＳｉＯ２、Ａｌ２Ｏ３、ＧｅＯ、ＮｉＯ、ＣａＯ、ＢａＯ、Ｆｅ２

Ｏ３、Ｙ２Ｏ３、ＴｉＯ２等の金属酸化物、ＳｉＮｘ、ＳｉＮｘＯｙ等の金属窒化物、Ｍ
ｇＦ２、ＬｉＦ、ＡｌＦ３、ＣａＦ２等の金属フッ化物、ポリエチレン、ポリプロピレン
、ポリメチルメタクリレート、ポリイミド、ポリウレア、ポリテトラフルオロエチレン、
ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリジクロロジフルオロエチレン、クロロトリフルオ
ロエチレンとジクロロジフルオロエチレンとの共重合体、テトラフルオロエチレンと少な
くとも１種のコモノマーとを含むモノマー混合物を共重合させて得られる共重合体、共重
合主鎖に環状構造を有する含フッ素共重合体、吸水率１％以上の吸水性物質、吸水率０．
１％以下の防湿性物質等が挙げられる。
【００６５】
　保護層の形成方法については、特に限定はなく、例えば、真空蒸着法、スパッタリング
法、反応性スパッタリング法、ＭＢＥ（分子線エピタキシ）法、クラスターイオンビーム
法、イオンプレーティング法、プラズマ重合法（高周波励起イオンプレーティング法）、
プラズマＣＶＤ法、レーザーＣＶＤ法、熱ＣＶＤ法、ガスソースＣＶＤ法、コーティング
法、印刷法、転写法を適用できる。
【００６６】
－－封止－－
　さらに、前記有機電界発光素子は、封止容器を用いて素子全体が封止されていてもよい
。さらに、封止容器と発光素子の間の空間に水分吸収剤又は不活性液体を封入してもよい
。水分吸収剤としては、特に限定されることはないが、例えば、酸化バリウム、酸化ナト
リウム、酸化カリウム、酸化カルシウム、硫酸ナトリウム、硫酸カルシウム、硫酸マグネ
シウム、五酸化燐、塩化カルシウム、塩化マグネシウム、塩化銅、フッ化セシウム、フッ
化ニオブ、臭化カルシウム、臭化バナジウム、モレキュラーシーブ、ゼオライト、および
酸化マグネシウム等を挙げることができる。不活性液体としては、特に限定されることは
ないが、例えば、パラフィン類、流動パラフィン類、パーフルオロアルカンやパーフルオ
ロアミン、パーフルオロエーテル等のフッ素系溶剤、塩素系溶剤、およびシリコーンオイ
ル類が挙げられる。
【００６７】
　また、下記に示す樹脂封止層にて封止する方法も好適に用いられる。
【００６８】
－－－樹脂封止層－－－
　前記有機電界発光素子は、大気からの酸素や水分による素子性能劣化を樹脂封止層によ



(17) JP 2010-198907 A 2010.9.9

10

20

30

40

50

り抑制することが好ましい。
　樹脂封止層の樹脂素材としては特に限定されることはなく、アクリル樹脂、エポキシ樹
脂、フッ素系樹脂、シリコン系樹脂、ゴム系樹脂、またはエステル系樹脂等を用いること
ができるが、中でも水分防止機能の点からエポキシ樹脂が好ましい。エポキシ樹脂の中で
も熱硬化型エポキシ樹脂、または光硬化型エポキシ樹脂が好ましい。
樹脂封止層の作製方法は特に限定されることはなく、例えば、樹脂溶液を塗布する方法、
樹脂シートを圧着または熱圧着する方法、蒸着やスパッタリング等により乾式重合する方
法が挙げられる。
【００６９】
－－－封止接着剤－－－
　前記封止接着剤は、端部よりの水分や酸素の侵入を防止する機能を有する。封止接着剤
の材料としては、前記樹脂封止層で用いる材料と同じものを用いることができる。中でも
、水分防止の点からエポキシ系の接着剤が好ましく、中でも光硬化型接着剤あるいは熱硬
化型接着剤が好ましい。
　また、上記材料にフィラーを添加することも好ましい。封止剤に添加されているフィラ
ーとしては、ＳｉＯ２、ＳｉＯ（酸化ケイ素）、ＳｉＯＮ（酸窒化ケイ素）またはＳｉＮ
（窒化ケイ素）等の無機材料が好ましい。フィラーの添加により、封止剤の粘度が上昇し
、加工適正が向上し、および耐湿性が向上する。
　封止接着剤は乾燥剤を含有しても良い。乾燥剤としては、酸化バリウム、酸化カルシウ
ム、または酸化ストロンチウムが好ましい。封止接着剤に対する乾燥剤の添加量は、０．
０１質量％以上２０質量％以下であることが好ましく、さらに好ましくは０．０５質量％
以上１５質量％以下である。これよりも少ないと、乾燥剤の添加効果が薄れることになる
。またこれよりも多い場合には封止接着剤中に乾燥剤を均一分散させることが困難になり
好ましくない。
　本発明においては、上記乾燥剤の入った封止接着剤をディスペンサー等により任意量塗
布し、塗布後第２基板を重ねて、硬化させることにより封止することができる。
【００７０】
　なお、前記有機電界発光表示装置は、前記の通り、微粒子含有層を有して構成されても
よい。
　前記微粒子含有層の材料としては、本発明の効果を損なわない限り、特に制限はなく、
目的に応じて適宜選択することができる。
【００７１】
＜駆動＞
　前記有機電界発光素子は、陽極と陰極との間に直流（必要に応じて交流成分を含んでも
よい、以下同じ）電圧（通常２ボルト～１５ボルト）、又は直流電流を印加することによ
り、発光を得ることができる。
　前記有機電界発光素子は、薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）によりアクティブマトリックス
へ適用することができる。薄膜トランジスタの活性層としてアモルファスシリコン、高温
ポリシリコン、低温ポリシリコン、微結晶シリコン、酸化物半導体、有機半導体、カーボ
ンナノチューブ等を適用することができる。前記有機エレクトロルミネッセンス素子につ
いて、ＷＯ２００５／０８８７２６号、特開２００６－１６５５２９号、ＵＳ２００８／
０２３７５９８Ａ１の各明細書、等に記載の薄膜トランジスタを適用することができる。
【００７２】
　前記有機電界発光素子は、種々の公知の工夫により、光取り出し効率を向上させること
ができる。例えば、基板・ＩＴＯ層・有機層の屈折率を制御する、基板・ＩＴＯ層・有機
層の膜厚を制御すること等により、光の取り出し効率を向上させ、外部量子効率を向上さ
せることが可能である。また前記有機電界発光素子からの光取り出し方式は、トップエミ
ッション方式である。
【００７３】
＜トップエミッション方式の有機ＥＬ表示装置＞
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　前記トップエミッション方式の有機ＥＬ表示装置は、例えば、図５に示すように、ガラ
ス基板１（屈折率：約１．５）と、ガラス基板１上に配置され、ＳｉＮｘ、ＳｉＯＮなど
からなるパシベーション層２と、パシベーション層２上に配置され、アクリル樹脂などか
らなる層間絶縁層３と、パシベーション層２上であって層間絶縁層３に隣接する位置に配
置され、有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）４と、層間絶縁層３上に配置され、光路変更手
段５と、光路変更手段５上に配置され、有機樹脂材料（屈折率：約１．５）、平坦化層６
と、平坦化層６上に配置され、ＩＴＯなどからなる透明電極（陽極）７（屈折率：約１．
９）と、透明電極（陽極）７上に配置され、発光層などを含む有機化合物層８（屈折率：
約１．８）と、有機化合物層８上に配置され、アルミニウム、銀などからなる対向電極（
半透過陰極）９と、平坦化層６上であって、透明電極（陽極）７、有機化合物層８及び対
向電極（半透過陰極）９に隣接するように配置され、アクリル樹脂などからなるバンク１
０と、対向電極（半透過陰極）９上に配置され、ＳｉＮｘ、ＳｉＯＮなどからなる封子層
１１（屈折率：約１．７５）と、封子層１１上に配置され、エポキシ樹脂などからなる接
着剤層１２（屈折率：約１．５５）と、接着剤層１２上に配置され、ガラスなどからなる
基板１３（屈折率：約１．５）とを備える。
　層間絶縁層３及び平坦化層６は、有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）４を平坦化させる平
坦化膜としての機能も有する。
　層間絶縁層３、光路変更手段５及び平坦化層６にはビア１４が形成され、透明電極（陽
極）７と有機薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）４とが接続される。
　また、平坦化層６は、厚みが２μｍ～１０μｍと薄いので、ビア１４を容易に形成する
ことができ、もって製造コストを低減することができる。
　平坦化層６中には、有機樹脂材料の屈折率よりも屈折率が高い微粒子が含まれているの
で、有機化合物層８における発光層から放出され、透明電極（陽極）７を通過し、光路変
更手段５において反射された反射光を散乱させて、光の取出し効率を向上することができ
る。
【００７４】
　前記有機電界発光表示装置は、共振器構造を有してもよい。例えば、透明基板上に、屈
折率の異なる複数の積層膜よりなる多層膜ミラー、透明または半透明電極、発光層、およ
び金属電極を重ね合わせて有する。発光層で生じた光は多層膜ミラーと金属電極を反射板
としてその間で反射を繰り返し共振する。
　別の好ましい態様では、前記透明基板上に、透明または半透明電極と金属電極がそれぞ
れ反射板として機能して、前記発光層で生じた光はその間で反射を繰り返し共振する。
　前記共振構造を形成するためには、２つの反射板の有効屈折率、反射板間の各層の屈折
率と厚みから決定される光路長を所望の共振波長の得るのに最適な値となるよう調整され
る。第一の態様の場合の計算式は特開平９－１８０８８３号明細書に記載されている。第
２の態様の場合の計算式は特開２００４－１２７７９５号明細書に記載されている。
【００７５】
　前記有機電界発光表示装置をフルカラータイプのものとする方法としては、例えば「月
刊ディスプレイ」、２０００年９月号、３３～３７ページに記載されているように、色の
３原色（青色（Ｂ）、緑色（Ｇ）、赤色（Ｒ））に対応する光をそれぞれ発光する有機電
界発光素子を基板上に配置する３色発光法、白色発光用の有機電界発光素子による白色発
光をカラーフィルターを通して３原色に分ける白色法、青色発光用の有機電界発光素子に
よる青色発光を蛍光色素層を通して赤色（Ｒ）及び緑色（Ｇ）に変換する色変換法、など
が知られている。また、上記方法により得られる異なる発光色の有機電界発光素子を複数
組み合わせて用いることにより、所望の発光色の平面型光源を得ることができる。例えば
、青色および黄色の発光素子を組み合わせた白色発光光源、青色、緑色、赤色の発光素子
を組み合わせた白色発光光源、等である。
【実施例】
【００７６】
　以下、本発明の実施例を説明するが、本発明は、これらの実施例に何ら限定されるもの
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ではない。
【００７７】
（実施例１）
　公知の光インプリント技術を用いて複数の不連続反射面を有する光路変更手段を形成し
た。具体的には、以下の方法により形成した。
【００７８】
　マスター金型用の石英基板に対して、感光性レジストを塗布して、石英基板上に感光性
レジスト層を形成した。
　この感光性レジスト層に対して、フォトマスクを通して、グレースケール露光を行った
。
　フォトマスクは、光路変更手段を設ける画素の中心に対応する位置から同心円状に、凹
凸の高さを２μｍに制限したフレネル形状を濃淡（凹凸）として作製したものを使用した
。
　グレースケール露光後の感光性レジスト層を現像した後、エッチングすることにより、
石英基板に複数の不連続反射面を有する凹凸形状を作製し、これをマスター金型とした。
【００７９】
　基板に感光性樹脂を塗布し感光性樹脂層を形成した。この感光性樹脂層に対して、マス
ター金型をプレスし紫外線を照射して、感光性樹脂を硬化させた。
　硬化させた感光性樹脂に対して、スパッタリング装置により、アルミニウムを蒸着して
複数の不連続反射面を有する光路変更手段を形成した。
【００８０】
　この光路変更手段において、透明樹脂（アクリル樹脂）からなる平坦化層を配し、光路
変更手段の上部を平坦化した。
　こうして形成された光路変更手段に対して、レーザービア装置により有機電界発光素子
におけるトランジスタの深さまでビア穴を形成した。
　その後、ビア穴を介してトランジスタと接続するように、透明電極（ＩＴＯ）を製膜し
、さらにその上に前記有機発光層を製膜して、実施例１に係る有機電界発光表示装置を製
造した。
【００８１】
（比較例１）
　実施例１における複数の不連続反射面を有する光路変更手段に代えて、平面状の反射層
を用いたこと以外は、実施例１と同様にして、比較例１における有機電界発光表示装置を
製造した。
【００８２】
（評価）
　実施例１に係る複数の不連続反射面を有する光路変更手段を有する有機電界発光表示装
置と、平面の反射層を有する有機電界発光表示装置との有機電界発光表示装置における光
取出し効率の測定を行い評価を行った。
　測定法としては積分球を用いて、それぞれの有機電界発光表示装置における発光に対し
て、全束測定を行った。
　測定された光量をもとに、比較例１に係る有機電界発光表示装置と、実施例１に係る有
機電界発光表示装置との光取出し効率を比較した結果、比較例１に係る有機電界発光表示
装置に対する実施例１に係る有機電界発光表示装置の光取出し効率は、１．６倍であった
。
【産業上の利用可能性】
【００８３】
　本発明の有機電界発光表示装置は、光取出し効率が高く、光の放射分布を制御でき、画
像のにじみがなく、かつ、製造容易であるので、種々のデバイスにおける表示装置として
好適に用いられる。
【符号の説明】
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【００８４】
　　　　１　　　　基板
　　　　２　　　　パシベーション層
　　　　３　　　　層間絶縁層
　　　　４　　　　トランジスタ（ＴＦＴ）
　　　　５　　　　光路変更手段
　５ａ、５ｂ　　　不連続反射面
　　　　６　　　　平坦化層
　　　　７　　　　透明電極（陽極）
　　　　８　　　　発光層（有機化合物層）
　　　　９　　　　対向電極（陰極）
　　　１０　　　　バンク
　　　１１　　　　封止層
　　　１２　　　　接着剤層
　　　１３　　　　基板
　　　１４　　　　ビア
　　　５０　　　　光の取出し領域
　　　６０　　　　光（光路）
　１００、２００　有機電界発光表示装置

【図１】
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